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序 章 検討の視覚 と本論の構成
本論は、日本古代国家の交通制度、なかでも駅制 ・伝馬制にっいて、これを律令法にもとつ く支






代駅制の研究』(1928至 文堂)が 今もなお最もよるべき基礎的研究といって良い。 しか し律令制
支配のシステムの一環 としての政治的意義の追求 という観点からみた場合、戦前に出された氏の研
究が必ずしも十分なものではない。
律令国家論 との関わりという視点からの駅伝馬制研究 として挙げ られるのは、む しろ伝馬制に対
する注目を手がかりに、駅制と伝馬制の関係を在地首長制と律令制という律令国家の二重構造(石
母田正 『日本の古代国家』1971岩 波書店)の 反映とみなす近年の諸研究であろう(佐 々木度一
「律令駅伝制の再検討」「律令制と古代社会』1984大 日方克己 「律令国家の交通制度の構造一 逓
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送 ・供給をあぐって一 」「日本史研究』2691985、 大津透 「唐日律令地方財政管見一 館駅 ・駅
伝制にふれて一 」『日本律令制論集』上1993)。 これらはいずれも、使者の往来に対する逓送・







まえつっ、律令国家の駅伝馬制経営 ・維持政策を国郡制 ・公民制支配との関連で考察 し、駅伝馬制






域 レベルでの運用 に本質を見い出す見解があり、必ずしも明確な理解が得 られていない。本章では
この点にっいての検討材料 として、伝馬制の利用証である 「伝符」(ッ タヒノシルシ)の 発給 シス
テムに注目した。伝符 は、内印 ・駅鈴(駅 制の利用証)と ともに天皇のもとに管理される金属製品
で使者の発遣に際して使者に支給 されるものであるが、若干の例外を除 き原則 として諸国に置かれ












応 して認められる。律令法における駅馬 ・伝馬利用の区分は、駅制=緊 急通信用、伝馬制=使 者送
迎用という構造として整理できるが、実態としては両者はともに中央政府派遣の使者の送迎手段 と
して当初より併用されていたと考えられ、駅制=朝 使用、伝馬制=赴 任国司用という原則 はその運
用基準の固定化として理解できる。
伝馬制は孝徳朝における国 ・評制の成立を前提に七世紀半ばの段階で成立 したと考え られるが、
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る 「駅使」の語は単なる文書運搬者としての位置づ けしか与え られていないが、律令制下における




外 も使者としての任務遂行中常にこの駅鈴を携行する原則であった。駅鈴を携行 し中央か ら諸国に
派遣される使者は、伝符を携行 して派遣される使者同様やはり天皇の名で派遣されるミコ トモチと
















いう四度使制の原則が変質 してくる。 こうした二つの傾向を受け、弘仁年間に至 り、四度使制を統








能がこの 「緊急用」 という点にあること自体は先学の指摘通 りであると考える。律令に於いてはこ
うした 「緊急用」としての運用を示す用語 として 「馳駅」の語が多 く使用されてお り、緊急用 して
の運用 はこの 「馳駅」に関す る規定を運用 したものである。「馳駅」 による情報伝達制度の最 も頂
点に位置す るのが、軍事 ・外交に関す る情報伝達に主として運用された 「飛駅」制度であった。飛
駅制度 とは天皇の国司への 「勅」、国司の天皇への 「奏」 を文書函 に密封 し送達す る制度であ り、
律令文書行政を一手に管理する弁官を通さずに授受される点で極めて特殊な性格を持っていた。但
し、従来ややもすれば 「馳駅」規定の運用はすべて この 「飛駅」制度に則 って行われたとの解釈が
行われているが、決 してそうではなく、弁官を通 じた国司の 「解」「奏」の伝達 も、例えば災異 ・
疫疾発生の伝達手段として 「馳駅」の一環として行われている。これ らの文書伝達は 「飛駅」との
対比で 「駅伝」と称された可能性がある。
こうした 「飛駅」「駅伝」 という構造を持っ 「馳駅」制度 は、諸国からの 「脚力」発遣、すなわ
ち徒歩の使者の臨時的な発遣の上に重層するものであり、こうした臨時的な情報伝達システムの構








態である。律令制下、支配の対象となる公民は通常、国 郡 という機構の もと 「里」(な い し










が見 られるのもこうした駅家の 「ヤケ」(ミ ヤケ)と しての性格の反映 と考えられる。 先述の如 く
こうした駅家は斉明朝の段階において倭京を核に設置されていたと考え られる。但 し定期的な戸籍
作成 ・班田によった駅子集団の再編成が定期的に行われるようになるのは浄御原令制以降のことで






重 く、一方同地域の農業生産力の低 さ、あるいは美濃国内の国造分布等のありかたか ら考えて、同
地域では大化前代以来の在地首長の成長が低 レベルであり、駅伝馬制経営の基盤は十分なものでは
なかったと考えられる。 こうした点を前提にしっっ、承和年間に入ると駅子の逃亡により同郡の駅





制である。大宝 ・養老令制において規定 された駅家経営は、駅長を中心 とする各駅の経営を 「郵駅」
を職掌 とする国司が統括するという責任系統によっており、郡司は郡を単位 とした勧農 ・公民制支
配を通 じて駅家経営を間接的に支える存在であった。一方承和五年格で成立 した駅家別主当郡司制
は、国司のもとに駅家経営の現地責任者 として郡司を各駅単位に配置 したもので、従来の郡司 と駅
家経営 との関わりとは全 く異質のものであり、国衙行政の末端 として郡司を登用 していくという九
世紀の国司 ・郡司関係の変化の事例 として理解できる。
また、 こうした動 きの中、駅子の編成政策は先述 した口分田班給による集約的編成 の貫徹か ら、
駅子に対する支配そのものの維持へと、その比重を移 していったと考え られる。嘉祥三年(850)
の逃亡駅子捜索体制の強化 はその一環であるが、 さらに注 目したい史料が、永延二年(988)の
「尾張国郡司百姓等解文」である。同文書の中で駅子集団は口分田耕作に堪えない存在 とな ってい
るが、一方で国衙みずかちが彼等の口分田をいわゆる富豪層に賃祖 し、その直米を 「駅子功根」と









積に利用 され現実に機能 していないことを問題にしており、九世紀半ば以降再編された駅家経営 シ
ステムは十世紀後半～十一世紀 はじあ頃の時点で崩壊 ・消滅 したと考えられる。
第六章 駅家維持政策の構造 と展開
大宝 ・養老令制において駅維持策に関する中央政府の統制 システムの核をなす ものとして構想 さ
れていたのは、兵部省 ・国司間で行われる公文勘会制であった。国司は駅家施設 ・.駅馬 ・駅起稲 ・
駅子等に関する現状を四度使を通 じて兵部省に報告 し審査を受 ける。但 し実態 としては、駅馬数の
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維持には駅起稲の立用が、駅子数の維持には一般公民からの補充が認められていたこともあり、そ
の数の維持 は比較的順調で兵部省 一 国司間の緊張関係 はそれほど高 くなかったと思われる。また
天平十一年(740)に 駅起稲が正税に混合されて以降は、駅家財政の維持は民部省の正税維持政策
の中に解消 されてしまい、兵部省の駅家文書行政に対する独 占性 は崩れてしまい、 こうした中、兵
部省の駅家文書行政 は、比較的早 くか ら形骸化 して しまった可能性が高い。民部省では正税立用の
制限という観点から逆に国司の駅馬更新費立用の抑制政策が取 られるが、その場合 も一定枠の駅馬
更新費の立用を前提 にした関係であり、全体として駅子 ・駅馬維持 に関しては、国司 中央間の
信頼関係を前提 に勘会システムは形式化 し、国司の請負化が早 くから進展 していたと考えられる。
これに対 し、駅家の施設維持をめぐっては、兵部省 一 国司間の公文勘会をめぐる緊張関係は他
















終 章 律令国家 と駅伝馬制
第一部で明らかにしたように、律令制 という支配 システムの一環として唐より継受されてきた駅
制 ・伝馬制は、一方で 「ミコ ト毛チ」の逓送 という固有法的性格をいずれ も持たされていたる両者
の経営がいずれも大化前代における ミヤケを参考に作 り出された駅家 ・郡家を根拠に行われ、その





集 して畿外 に対する支配を体制化 したものという日本の律令国家の性格に規定 された ものである。
そして十世紀末～十一世紀初頭におけるその消滅は、畿内 。畿外の二重構造 という律令国家の全国
支配の構造の消滅と対応 しており、その意味でも駅伝馬制は 「律令国家」に特有の支配 システムと
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い う こと がで き る。











制=使 者送迎用という構造であったが、実態 としては駅制=朝 使用、伝馬制=赴 任国司用という形
で固定することを明らかにする。
第二章 「律令国家の駅制運用」では、駅制の機能は緊急通信用を基本 としながら朝使の逓送用で
もあり、八世紀初めから国からの四度使が利用 し、九世紀初めから十世紀にかけて賛 ・鷹 ・馬など
の貢御の貢納使が利用するようになるという駅制の機能の歴史的展開を解明する。
第三章 「馳駅制度の構造 と展開」では、駅制の基本的性格である緊急通信の運用の構造を考察す
る。これまで混同されていた 「飛駅」「馳駅」に関 して、馳駅制度 は弁官を経由する中央政府 と国





第四章 「駅家経営の特質とその成立」では、駅制 は駅家を幹線道路ぞいにほぼ等間隔 に配置 し、
駅馬、駅子、財政基盤 として駅起田 ・駅起稲を付属 させるという構造であり、駅家の労働力となる
駅子は駅家の周囲に集住 させ、一般の公民が国一郡一里に編成されるのに対 して、国一郡一駅家の






紀後半か ら十世紀にかけては郡司が受領か ら駅家の業務を請け負 う形態になることを明らかにする。
第六章 「駅家維持政策の構造と展開」では駅制維持のための中央政府の管理 システムにっいて論
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ずる。律令制本来では政府の中で兵部省が駅制を管轄 し、国司が報告する駅家施設 ・駅馬 ・駅子 ・










体を解明することに成功 している。その考察 は高い実証性に裏付けられて説得的であり、多 くの新
しい知見を含んでいる。その研究成果は古代交通史研究 はもとより、律令国家研究を大 きく進展せ
しめるものであり、斯界の学問的発展に寄与するところ大なるものがある。
よって、本論文の提出者は博士(文 学)の 学位を授与 されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。
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